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Ⅰ はじめに

我が国での犯罪被害者等支援に関する民間団体の活動は、昭和40年代にその

嚆矢が見られ、平成になってから、全国的な展開が進んでいる。
こ う し

これら民間団体は、犯罪被害者等がいつでもどこでも支援が受けられる体制を

整備する上で不可欠な存在であるものの、そのほとんどが財政面の脆弱さや人材

育成の不十分さ、他の機関･団体等との連携不足、活動の地域的な格差などの問

題を抱えており、援助が求められている。

こうした状況を踏まえ、「犯罪被害者等基本法」（平成16年法律第161号。以

下「基本法」という。）では、国及び地方公共団体が講ずべき基本的施策の一つ

として、民間団体に対する援助を掲げている（基本法第22条）。

また、「犯罪被害者等基本計画」（平成17年12月27日閣議決定。以下「基本計

画」という。）では、関係府省庁の施策とともに、「犯罪被害者等の援助を行う

民間団体に対する国による財政的な援助を現状よりも手厚いものとする必要が

あることを前提に、被援助団体となる対象、援助されるべき事務の範囲、援助の

経路や財源等の総合的な在り方を検討するため、有識者及び関係府省庁からなる

検討会において、必要な調査を行い、２年以内を目途に結論を出し、その結論に

従った施策を実施する」旨が盛り込まれた。

これを受けて、平成18年４月、内閣府犯罪被害者等施策推進会議の下に、他の

２つの検討会（注）とともに「民間団体への援助に関する検討会」が設置された。

同検討会では、有識者からの意見発表、実際に支援活動に携わっている者や関係

府省庁からのヒアリング、各種調査の実施により、民間団体の活動・財政運営状

況や民間団体への援助の実態を把握した上で、民間団体による犯罪被害者等支援

の在り方、国による民間団体への援助の在り方について議論を重ねてきた。

平成19年６月には、同検討会の中間取りまとめを犯罪被害者等施策推進会議に

報告した後、国民からの意見募集を実施した。同年秋以降は、その結果等を踏ま

え、さらに議論を進めたきたところである。

今般、これまでの議論の結果を最終的な提言として、以下のとおり示すことに

したものである。

（注）本検討会のほか、「経済的支援に関する検討会」及び「支援のための連携

に関する検討会」が設置された。
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Ⅱ 提言

第１ 民間団体による活動の意義、民間団体への援助における国・

地方公共団体・民間の役割

１ 民間団体による活動の意義

犯罪被害者等が被害に遭ってから再び平穏な生活を取り戻すためには、被

害直後から中長期にわたり、希望する場所でニーズに応じた支援を途切れな

く受けられるようにすることが重要である。犯罪被害者等のニーズは多種多

様であり、時間の経過により異なってくることから、あらゆるニーズを単独

の組織で満たすことは困難である。

このため、基本法では、犯罪被害者等施策について、国、地方公共団体等

の公的機関のみならず、民間団体を始めとする関係機関が相互に連携協力し

ながら進めなければならないとしている（基本法第７条）。

民間団体による支援活動は、関係機関間の連携による途切れのない支援を

行う上で不可欠であり、

・ 関係機関との第一線での調整等公的機関のみでは十分に対応できない部

分についてきめ細やかな対応ができる、

・ 公的機関による支援と比べて、個々の犯罪被害者等が抱える事情に

即したより柔軟でかつ迅速な支援が行える、

・ 公的機関による支援が終了した後も継続的に支援できる

といった点で大きな意義を有すると考えられる。

また、民間団体による支援活動の利点として、被害を届け出ることができ

ない事情があるなど公的機関と接触できない犯罪被害者への支援を行える、

公的機関における人員不足を補完し、ボランティアの活用によりコスト削減

が図られるといった点も指摘されている。

もっとも、住民に身近な公的機関である地方公共団体と民間団体との関係

や役割分担のあるべき姿については、民間団体の組織規模や活動内容に相当

程度地域格差がある現段階において、地域の実情により相当程度異なってく

る。また、例えば、当該地域の民間団体により既に同種の支援サービスが実

施されている場合にも、当該地域の実情を見て犯罪被害者等の被害回復に必

要であると各地方公共団体において判断するのであれば、住民福祉サービス

の一環として積極的に実施することが望ましい。

このように、犯罪被害者等支援における国、地方公共団体及び民間団体の

役割分担については、厳密、排他的なものとしてではなく、地域の実情に応

じて犯罪被害者等が望む場所で適切な時期に必要な支援を途切れなく受け
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られるようにするという視点に立った相互補完的なものとしてとらえるこ

とが重要である。

２ 民間団体への援助における国・地方公共団体・民間の役割

民間団体が関係機関と連携協力を図りつつ、各地域に根ざした自主的な活

動を展開するためには、国、地方公共団体、民間それぞれが、財政的援助も

含め、民間団体の活動を援助していくことが重要である。

なかでも、地方公共団体は、基本法により地域の状況に応じた施策を自ら

策定・実施する責務を負うとともに、その基本的施策の一つとして、国と同

様、民間団体への援助に必要な施策を講ずることとされている（基本法第５

条、第22条）。

個々の民間団体の活動・財政状況や犯罪被害者等のニーズなど地域の実情

を身近に把握できるのは地方公共団体であることにかんがみると、地方公共

団体において、援助の対象となる団体・事務の範囲や具体的な援助の内容等

の詳細を決定することが、効果的な援助を行う上で適当であると考えられる。

国においては、こうした地方公共団体による民間団体の援助の取組が促進

されるよう、地方公共団体に対し、要請や啓発、情報提供等を行うとともに、

地方公共団体の取組状況等を踏まえ、国庫補助や地方財政措置等所要の財政

上の措置を講ずることを検討すべきである。また、こうした地方公共団体を

通じた援助のほかに、標準的な研修カリキュラムのモデル案の作成・周知、

民間団体の意義・活動一般に関する広報啓発、全国的な被害実態等に関する

調査の実施など、全国的な視点から必要とされる援助を重点的に行うのが適

当であると考えられる。

また、民間団体の自主的な活動が活発になるためには、国・地方公共

団体による財政的援助のみならず、会費や寄付、民間助成団体からの助

成など民間の資金も活用され、幅広い形で民間団体の組織運営や活動に

要する費用が賄われることが重要である。国・地方公共団体においては、

こうした民間の資金が活用されるよう、広報啓発への協力や民間助成

団体への働きかけ等を行うとともに、国においては、民間の寄付等に

係る税制上の優遇措置を講ずることが適当であると考えられる。

第２ 国による民間団体への財政的援助の在り方

１ 国による財政的援助の在り方を検討する際の基本的な考え方

現在、我が国では、犯罪被害者等支援の分野において多種多様な民間団体

が活動しているが、そのほとんどは財政面等における困難を抱えている。民

間団体は、支援の提供者として不可欠の存在であり、前述した民間団体によ
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る支援活動の意義の大きさにかんがみると、その活動を促進し、犯罪被害者

等が望む場所でニーズに応じた支援を安定的に受けられるようにするため、

民間団体に対し国を始めとする公的な財政的援助を充実させる必要性は

高い。

一方、民間団体は関係機関と連携しながら独立した組織として自主的に活

動していること、行政改革の流れの中で国から公益法人に支出される補助

金・委託費等の見直しが行われている状況等にかんがみると、各団体におい

て、可能な限り必要な経費を確保することが望まれ、民間団体に対する国に

よる財政的援助は、事業費の援助等、事業を適切に推進できるような援助に

ついて検討することが適当であると考えられる。

また、援助の対象となる団体については、公的な財政的援助の前提として、

活動の公益性、政治的中立性に加え、援助の実効性が確保されなければなら

ないことから、援助対象となる事業の性格・内容等に応じ、当該事業を適切

かつ確実に実施できるような一定の体制がとられていることが必要と考え

られる。その判断の際には、当該団体の活動実績、財政運営等の透明性や会

計処理方法、個人情報の管理状況等が考慮される必要がある。また、援助の

対象となる事業について、犯罪被害者等の視点に立った適切な評価が行われ

ることも重要と考えられる。

２ 被援助団体の範囲

現在、我が国では、犯罪被害者等支援の分野において多種多様な民間団体

が活動しており、網羅的な把握は難しいが、ここでは、（１）犯罪被害者等

早期援助団体、（２）犯罪被害者等早期援助団体の指定を目指す団体、

（３）（１）及び（２）で掲げた団体の全国的な傘団体、（４）（１）から

（３）までに掲げた団体以外の団体、（５）自助グループに区分し、各団体

別に現状と課題等を指摘する。

（１）犯罪被害者等早期援助団体（注）

犯罪被害者等早期援助団体（以下「早期援助団体」という。）は、平成

19年９月末現在、13団体が指定されている。同団体により提供される支援

サービスの質はある程度の水準に達しており、我が国の犯罪被害者等支援

において重要な役割を果たしている。

しかしながら、早期援助団体の財政的基盤は安定しているとはいいがた

く、その活動を充実させるために必要な常勤職員、有償ボランティアを確

保することが困難な状況になっているとの指摘もなされている。

早期援助団体への財政的援助については、都道府県警察が早期援助団体

に対して行う犯罪被害者相談員の委嘱や早期援助団体の直接支援員の委

嘱、広報啓発活動業務の委託の費用として、都道府県警察費補助金により

都道府県が要する経費の２分の１を国において補助する仕組みがある。同
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補助金は基本法や基本計画の制定を受けてここ２、３年で大幅な拡充がな

されたが、都道府県において十分に予算措置されていないとの指摘がなさ

れている。

一方、地方公共団体が独自に、早期援助団体への財政的援助に係る予算

を確保している、法令外負担金の仕組みを活用して財政的援助を行うなど

の取組を行っているところもある。

早期援助団体については、都道府県公安委員会の指定により１で前述し

たような一定の体制が既にとられていると認められることから、引き続き

財政的援助を行う必要があると考えられる。

（注）犯罪被害者等早期援助団体は、「犯罪被害者等給付金の支給等に関する法

律」（昭和55年法律第36号）の平成13年改正（平成13年法律第30号）に基づ

き、犯罪被害等の早期の軽減に資する事業を適正かつ確実に行うことができ

ると認められるものとして、都道府県公安委員会の指定を受けた非営利法人

である。

（２）早期援助団体の指定を目指す団体

早期援助団体は、我が国の犯罪被害者等支援において重要な役割を果た

しており、全国すべての地域にあることが望ましいが、現状では、その指

定を受けている団体は13団体にとどまっている。

どの地域でも犯罪被害者等が被害直後から必要な支援を受けられるよ

うになるためには、現行の早期援助団体の活動が充実するだけではなく、

今後、早期援助団体の数が全国的に増加していくことが重要である。

こうした早期援助団体の指定を明示的に目指している団体は平成19年

９月末現在33団体あるが、団体の間では、活動内容や予算規模に相当程度

ばらつきが見られ、多くの団体が支援に必要な人材や施設など早期援助団

体として活動していく上で必要な人的・物的基礎を十分有しているとはい

えない状況にある。

早期援助団体の指定を目指す団体への財政的援助については、国が早期

援助団体と同様、犯罪被害者相談員の委嘱や広報啓発活動業務の委託の費

用として、都道府県に補助する仕組みがあり、ここ２、３年で大幅な拡充

がなされているものの、都道府県において十分に予算措置されていないと

の指摘がなされている。一方で、早期援助団体と同様、地方公共団体の中

には独自に財政的援助を行っているところもある。

早期援助団体の指定を目指す団体については、１で前述したような一定

の体制がとられている場合には、早期援助団体に準じて、引き続き財政的

援助を行う必要があると考えられる。

（３）早期援助団体及びその指定を目指す団体の全国的な傘団体（注）
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早期援助団体が全国各地に指定され、各団体が一定の水準以上の支援サ

ービスを提供できるようにするためには、支援に必要な人材を育成・確保

することが必要不可欠である。そのためには、早期援助団体及びその指定

を目指す個々の団体への財政的援助を行うのみならず、個々の団体に対し

研修や情報提供等の支援を行う団体（いわゆる全国的な傘団体）にもそれ

らの支援のために必要な財政的援助を行うことが重要である。

早期援助団体及びその指定を目指す団体の全国的な傘団体については、

既に国費による財政的援助がなされているところ、１で前述したような一

定の体制がとられていることを前提として、個々の団体に対する支援事業

（研修カリキュラムの作成や研修会の実施、情報提供等）に要する費用を中

心に、引き続き財政的援助を行う必要があると考えられる。

（注）現在早期援助団体13団体及びその指定を目指す団体33団体が加盟する全国被

害者支援ネットワークがある。

（４）上記以外の民間支援団体

被害直後から中長期にわたり、犯罪被害者等が希望する場所で必要な支

援を受けられるようにするためには、早期援助団体及びその指定を目指す

団体のみならず、その他の民間支援団体の活動も活発化し、一定の水準以

上の多種多様な支援サービスが犯罪被害者等に提供されることが望まし

い。

早期援助団体及びその指定を目指す団体以外の団体について網羅

的に把握することは困難であるが、現在、我が国には、交通事故や性

被害、ＤＶ、児童虐待など特定の被害類型を対象に支援活動を行って

いる団体があり、その中には、犯罪被害者等を対象に中長期的かつ継続

的な診療活動を行っている民間団体も存在する。また、早期援助団体及び

その指定を目指す団体以外にも総合的な支援活動を行っている団体が存

在する。

このうち、一部の団体には、ＤＶ、児童虐待の分野を中心に地方

公共団体から財政的援助が行われている。また、被害当事者と支援

者が共同して地域社会での長期的な支援を目指す支援団体に対し、

地方公共団体が財政的援助を行っている事例もある。さらに、企画公

募型事業（注）などあらかじめテーマを設定した上で民間団体から公益性

の高い事業の提案を募集し、当該事業に対し援助を行う仕組みを活用して

財政的援助を行っている事例もある。

国においては、都道府県が支弁する一時保護に係る委託費用の２分

の１を補助するとともに、ＤＶの民間シェルターへの地方公共団体の

財政的援助について、地方交付税法（昭和25年法律第211号）上の特別

の財政需要として、各年度の特別交付税の算定基準に盛り込んでいる。ま
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た、子育て支援分野における助成制度を活用して、児童虐待の防止活動や

被害者支援活動を行っている民間団体に対し財政的援助を行っている事

例もある。

これらの団体への財政的援助については、ＤＶや児童虐待等一定の制度

や要件の下に既に行われている取組は継続されることが期待される。また、

その他の団体については、活動内容や設立形態が様々であり、地域により

団体の活動状況や組織規模が異なっていることから、国においては、地方

公共団体における取組が促進されるよう、地方公共団体に対し啓発や情報

提供等を行うことが考えられる。

（注）本検討会において、地方公共団体による財政的援助の状況について調査

を実施したところ、神奈川県（かながわボランタリー活動推進基金21協働負

担金）、岡山県（備前県民局協働事業）で企画公募型事業を活用した事例が

見られた。

（５）自助グループ（注）

自助グループは犯罪被害者等の精神的な回復を図る点で重要な役割

を果たしていると認められるが、定例会等の開催に当たり会員の経済的

負担が少なくない、被害者支援に精通した専門家の協力を得づらい、自

助グループ同士の連携が十分できていないといった問題を抱えている。

こうした自助グループにおいても、１で前述したような一定の体制が

整備された団体となり、政治的に中立で公益的な活動を行う場合には、

（４）で前述した団体として援助を受けることが可能である。

しかしながら、自助グループの多くは体制が脆弱であり、直接公的な

財政的援助を行うことが難しく、民間支援団体を通じた援助が中心とな

っているのが現状である。

こうした自助グループの現状を踏まえ、自助グループについては、立

ち上げ支援も含め、民間支援団体を通じた援助を拡充していくことが適

当であると考えられる。

（注）自助グループの定義は様々であるが、ここでは、「同じような辛さを

抱えた者同士がお互いに支え合い、励まし合いながら、問題の解決や克服

を図ることを目的に集う活動」の意味で用いている。

３ 援助の対象となる事務の範囲

我が国における民間団体の活動内容としては、犯罪被害者等に直接支援サ

ービスを提供する活動（電話・面接相談、カウンセリング、関係機関等の紹

介、情報提供、付添い、家事支援等）、自助グループ支援、団体内や他団体

との交流（定例会の開催等）、広報啓発、犯罪被害者等の権利確立に向けた
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法政策決定過程への働きかけ等があり、団体によって重点を置く活動が異な

っている。

一方、被害者支援の分野に限らず、民間団体に対し公的な財政的援助を行

う場合には、前述のとおり活動の公益性、政治的中立性が求められるのが通

常である。また、財政上の制約がある中で効果的な援助を行うためには、

個々の犯罪被害者等が再び平穏な生活を営むことができるようになるため

により資する活動を中心に援助を行うことが必要であると考えられる。

したがって、援助の対象となる事務の範囲については、犯罪被害者等に直

接支援サービスを提供する活動を中心に援助を行うことが適当であると考

えられる。

現在、我が国の民間団体が犯罪被害者等に直接提供する支援サービスは、

電話・面接相談、カウンセリング、関係機関等の紹介及び情報提供等が中心

となっており、付添いや家事支援等のいわゆるアウトリーチ活動（注１）は、

特に被害直後において犯罪被害者等のニーズが高い（注２）にもかかわらず

十分に行えていない。

したがって、犯罪被害者等に直接支援サービスを提供する活動のうち、あ

る程度取組が進んでいる電話・面接相談、カウンセリング、関係機関等の紹

介及び情報提供等について援助の充実を図るとともに、危機介入（注３）を

始めとする被害直後からの付添い、家事支援等のアウトリーチ活動を重点的

に援助することが適当であると考えられる。

さらに、２（５）に前述した民間支援団体を通じた自助グループへの支援

も、支援の現場で必要性が高いと考えられているのに十分行えていないとの

指摘もあり、援助の充実を図ることが適当であると考えられる。

そして、これらの支援サービスを犯罪被害者等にとって有意なものとする

ためには、質的に一定以上の水準が確保される必要があるから、これらの支

援サービスについての援助の充実と併せ、相談員等、支援サービスを提供す

る者に対する研修についても援助の充実を図ることが適当であると考えら

れる。

なお、援助対象となる事務の具体的な範囲を決定する際には、各地域にお

ける犯罪被害者等のニーズや民間団体の活動状況等地域の実情等を考慮す

る必要がある。

（注１）アウトリーチ活動とは、ここでは、「犯罪被害者等を支援する者が犯罪被

害者等のもとに赴いて行う支援活動」を指している。

（注２）「犯罪被害者等実態調査」（平成15年犯罪被害実態調査研究会）によると、

犯罪被害者等の支援ニーズは、事件直後の方が調査時点（事件から２～４年

位経過後）よりも高くなっている。また、ニーズが高い支援として、被害直

後では「そばで話を聞いてくれること」、「身の安全を守ってくれること」、

「警察や病院への付添い」、「カウンセリング」、「家族や会社への連絡」
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が、調査時点では「そばで話を聞いてくれること」、「身の安全を守ってく

れること」、「カウンセリング」、「警察や病院への付添い」が挙げられて

いる。

（注３）危機介入とは、被害直後の混乱時期において、犯罪被害者等の要望に応じ

て犯罪被害者等の直面している問題を直接取り扱う役務の提供をいう。

第３ 援助拡充に向けた検討の方向性

１ 早期援助団体及びその指定を目指す団体への援助の拡充

早期援助団体及びその指定を目指す団体については、前述のとおり都道府

県警察費補助金による財政的援助の仕組みはあるものの、地方公共団体にお

いて十分な予算措置がなされていないとの指摘がなされている。その理由の

一つとして、犯罪被害者等施策を推進する必要性や民間団体の支援活動の意

義について地方公共団体に十分に浸透していないことが考えられる。

そこで、国においては、３で後述するような取組を行うことにより、国か

らの補助金の活用を始めとした地方公共団体における財政的援助の充実が

図られるよう努めるべきである。

また、早期援助団体の指定を目指す団体については、３で後述する取組を

行うほか、第２ ２（２）及び３を踏まえ、付添い等のアウトリーチ活動や

自助グループ支援に要する経費を中心に、各地域の民間団体の現状等を踏ま

え、国において都道府県警察費補助金の拡充に努めるなど、財政的援助の充

実が図られることが望まれる。

２ 全国的な傘団体への援助

第２ ２（３）で前述したとおり、早期援助団体及びその指定を目指す団

体の全国的な傘団体には、国による財政的援助が既に行われているが、傘団

体が行う事業の重要性にかんがみ、国において財政的援助の充実に努めるべ

きである。

また、「支援のための連携に関する検討会」における検討結果を踏まえ、

研修カリキュラム・モデル案を作成・周知する際に全国的な傘団体との連携

協力を図るべきである。

３ その他の援助の経路の可能性・方策

民間団体に対する援助について、現状では、ＤＶや児童虐待等の一部の分

野を除き、警察による援助が中心となっている。

被害直後から中長期にわたり民間団体が地域の関係機関と連携しながら

活動を展開していくためには、警察とそれ以外の部局も含めた地方公共団体
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全体での取組が進められることが重要である。

基本計画においては、知事部局における犯罪被害者等施策の窓口の設置を

要請しているが、こうした窓口部局を始め地方公共団体全体において、業務

の委託や協働実施、企画公募型事業の実施等の形で、民間団体との連携協力

や民間団体への援助の取組が進むことが望まれる。

また、地方公共団体の中には、早期援助団体及びその指定を目指す団体に

対し独自に財政的援助を行っているところもあり、今後こうした取組が進む

ことにより、これらの団体に対する財政的援助の充実が図られることが望ま

れる。

国においては、地方公共団体の取組が促進されるよう、民間団体の支援活

動の意義についての情報提供、啓発等を通じ地方公共団体の理解を促進する

とともに、民間団体への援助の充実について要請を行うべきである。その際、

先進的な取組事例を全国的に普及していく観点から、国においてモデル事業

を実施することも有効な方策の一つと考えられる。

また、今後の地方公共団体の取組の全国的な進捗状況等を踏まえ、地方財

政措置等所要の財政上の措置を講ずることを検討すべきである。

４ 民間資金の活用

第１ ２で前述したとおり、民間団体の自主的な活動が活発になるため

には、公的な財政的援助のみならず、会費や寄付、民間助成団体の助成

等民間の資金の活用も含め様々な主体がその活動を支えることが重

要である。既に各民間団体は、会費・寄附の勧誘活動を行っており、日

本財団を始め各種助成団体から助成を受けている団体も多い。今後、こうし

た動きをさらに加速するためには、犯罪被害者等支援の必要性や民間団体の

活動の意義について、個人や地域、企業、各種団体等国民全般に対し、広く

理解と協力を求めることが重要である。

国においては、５で後述する広報啓発への協力を引き続き行うとともに、

地方公共団体、企業、各種団体等と連携して、犯罪被害者等支援を促進する

気運をより一層醸成するための国民運動を展開することを検討すべきであ

る。

地方公共団体においては、５で後述する広報啓発への協力を引き続き行う

とともに、各地域社会における犯罪被害者支援を促進する気運を醸成するた

めの取組を進めることが望まれる。

５ 財政的援助以外の援助

民間団体の活動が充実するためには、国・地方公共団体において財政的援

助のみならず、事務所等の提供や人材育成への協力、広報啓発への協力等財

政的援助以外の援助を行うことが重要である。

現在の地方公共団体の取組を見ると、事務所等の提供等として、一部の団
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体で施設・庁舎の一部を無償又は低額により提供している。また、人材育成

への協力として、多くの団体で各種研修への講師派遣等を行っている。広報

啓発への協力として、多くの団体で民間団体作成のポスター・リーフレット

類の掲示・配布・備付、犯罪被害者等の相談窓口を掲載したパンフレット等

への民間団体の情報の掲載、各種広報啓発行事の共催、後援名義の付与等を

行っている。これらの援助は現在都道府県警察が中心となって行われている

が、今後は都道府県警察以外の部局も含め地方公共団体全体で更に取組が進

められることが望まれる。

国においては、地方公共団体の取組が促進されるよう、地方公共団体に対

して要請や啓発、情報提供等を行うべきである。また、会場等の借上げ、人

材育成への協力、広報啓発への協力、関係機関との連携の促進等については、

基本計画に既に関連施策が盛り込まれており、当該施策を引き続き着実に実

施していくべきである。
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資料 １

民間団体への援助に関する検討会 構成員

座 長 冨 田 信 穂 常磐大学大学院被害者学研究科教授

中 島 聡 美 国立精神・神経センター精神保健研究所

成人精神保健部犯罪被害者等支援研究室長

林 良 平 全国犯罪被害者の会幹事

番 敦 子 弁護士

荒 木 二 郎 内閣府犯罪被害者等施策推進室長

小田部 耕 治 警察庁給与厚生課犯罪被害者対策室長

（ 廣 田 耕 一（第５回まで） ）

丹 下 甲 一 総務省自治行政局自治政策課長

（ 下河内 司（第３回まで） ）

（ 生 嶋 文 昭（第10回まで） ）

久木元 伸 法務省刑事局参事官

（ 辻 裕 教（第10回まで） ）

香 取 照 幸 厚生労働省参事官

（社会保障担当参事官室長併任）

（ 清 水 美智夫（第５回まで） ）

（ 北 村 彰（第10回まで） ）
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民間団体への援助に関する検討会の開催状況 

 

 

○第１回（合同会議 平成１８年４月１２日（水）１４時～１６時） 

 議題：基本計画の策定等について、犯罪被害者等施策推進会議決定等について、 

    今後のスケジュールについて 等 

 

○第２回（平成１８年５月２５日（木）１５時～１７時） 

 議題：当面のスケジュールについて、論点整理について、 

検討会において実施するヒアリングについて 等 

 

○第３回（合同会議 平成１８年６月３０日（金）１５時～１８時） 

 議題：海外の実情に関する有識者からのヒアリング、海外調査について 等  

 （ヒアリングした国及び説明者） 

  ・ イギリス：奥村正雄  同志社大学大学院司法研究科教授  

  ・ アメリカ：冨田信穂  常磐大学大学院被害者学研究科教授 

  ・ ド イ ツ：安部哲夫  獨協大学法学部教授 

  ・ フランス：小木曽綾  中央大学法科大学院教授  

 

○第４回（平成１８年７月１３日（木）１５時～１８時） 

 議題：民間団体等の活動の実態等についての有識者からのヒアリング、 

海外調査の調査項目等について 等 

 （説明者） 

  ・ 渡辺  直  全国被害者支援ネットワーク事務局長 

  ・ 照山美知子  社団法人いばらき被害者支援センター 

  ・ 川崎 政宏  ＮＰＯ法人おかやま犯罪被害者サポート・ファミリーズ理事長 

  ・ 土師  守  自助グループ「六甲友の会」世話人 

全国被害者の会（あすの会）幹事 

ＮＰＯ法人ひょうご被害者支援センター監事 

             

○第５回（平成１８年８月３日（木）１５時～１７時） 

 議題：民間団体の活動の実態等に関する有識者からのヒアリング、民間団体への援助の 

    実態に関する担当府省庁からのヒアリング、今後のスケジュールについて 等 

 （ヒアリング事項及び説明者） 

  ・ 性被害を対象とした支援団体の活動実態と財政運営状況等について 

：番  敦子  民間団体への援助に関する検討会構成員 

・ 我が国における民間団体への援助の実態について 

     ：廣田 耕一  警察庁給与厚生課犯罪被害者対策室長 

資料 ２
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     ：薬師寺順子  厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課 

             母子家庭等自立支援室女性保護専門官 

     ：塚崎 裕子  内閣府男女共同参画局推進課配偶者間暴力対策調整官 

    ：高津  守  内閣府犯罪被害者等施策推進室参事官 

 

○第６回（平成１８年１１月２日（木）１５時～１８時） 

               ※「支援のための連携に関する検討会」との合同会議 

 議題：海外調査の結果について、連携調査の結果について（中間とりまとめ）、 

連携の現状と問題点について、民間団体の現状と問題点について 等 

 

○第７回（平成１８年１２月７日（木）１５時～１７時） 

 議題：民間団体による支援の在り方について、 

国による民間団体への援助の在り方について 等 

 

○第８回（平成１９年２月９日（金）１５時～１７時） 

 議題：国による民間団体への援助の在り方について 等 

 

○第９回（平成１９年３月１２日（月）１５時～１７時） 

 議題：国による民間団体への援助の在り方について 等 

 

○第１０回（平成１９年４月１８日（水）１５時～１７時） 

 議題：中間報告取りまとめに向けた検討について 等 

 

中間取りまとめに対する国民からの意見募集（平成１９年６月２０日～７月１９日） 

※「経済的支援に関する検討会」及び「支援のための連携に関する検討会」の中間

取りまとめと併せて実施。 

 

○第１１回（平成１９年９月７日（金）１５時～１７時） 

 議題：最終取りまとめ（案）について  等 
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